
ひたちなか市議台令和 ４年３ｊｌ定例会議案第４２　１１関連 補ｊｉ資料

令和 ４年 ３月 ２４日

経済環境部商工振興課

ひたちなか市工場ｉ：１：ｌｔ！１法第 ４条の２第Ｉ Ｊ票のＳ定にａづ゛く準則を定め

る条例において適用となる緑地率低減措置の区域について

条例制定によりｉｉＪＥ目となる緑地率低減措置のＩＺ域回およびａＪ４１緩１【】率は以下の回のとおりです。

新規さ地事業者など， 東日本大震災の復Ｓ特ＩＺにおける指定事業者以外には適用できない緑地

率低減措置の現状をＭにＥ し， 従前講じてきたものと同様の緩和措置を適ＪＩすることで ，５ １さ続き企業

の新規Ｘ：Ｚ地や事業拡張を促進し，地域産業の活性化と雇Ｊ≡目の確保を回つてまいります。

【本議案における緑地率低減措置ＩＺ域回】
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令和４年３月２８日 

 

ひたちなか市議会 

議長 大 谷   隆 殿 

 

経済建設委員会 

委員長 北 原 祐 二 

 

 

閉会中の継続調査申出書（案）  

 

 

 本委員会は，所管事務のうち次の事件について，閉会中の継続調査を要するものと決定したの

で，会議規則第１１１条の規定により申し出ます。 

 

記 

 

１ 件 名 

（１）経済環境行政について 

（２）建設行政について 

（３）都市整備行政について 

（４）水道行政について 


